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≪学会震災特別プロジェクト企画パネル≫ 

■東日本大震災におけるNPO/NGOによる物資支援【東日本大震災における民間支援の軌跡と動向調査】 

 

【セッションのねらいと論点】 

日本ＮＰＯ学会と日本ＮＰＯセンターは、連携事業【東

日本大震災における民間支援の軌跡と動向調査】（タケ

ダ・いのちとくらし再生プログラム）（2012年～2017年）

を実施している。本パネルでは、連携事業で実施したNPO

等による物資支援に関する 2 年間の調査結果を整理して

報告し、今後の大規模災害への備えのあり方についてフ

ロアとの意見交換を通して議論する。 

 

1. 調査の目的 

東日本大震災では、複数の NPO/NGO が被災者に対す

る物資支援で大きく活躍した。本調査の第一の目的は、そ

れらの NPO/NGO が大きく活躍できた要因を明らかにす

ることである。第二の目的は、NPO/NGOによる物資支援

の成果を定量的なデータを交えながら把握することであ

る。第三の目的は、上記 2 つの成果を踏まえて、今後の

大規模災害への備えのあり方について、いくつかの知見

を示すことである。 

 

2. 調査の内容 

(1) 事例分析 

災害時の物流は平常時の物流とは大きく異なる。物資

の調達から輸送、管理、配送までの各段階で様々な問題が

発生することは避けられない。東日本大震災でも多数の

問題が生じたことは周知の通りである。一般に組織規模

が小さく財務基盤が弱いとされる NPO/NGO にとって、

物資の調達・輸送・管理・配送の全行程を上手く機能させ

ることは容易ではない。 

複数の NPO/NGO が物資支援で活躍した背景として、

1) 活躍できる条件が従前から整っていた、2) 活躍できる

条件が震災後に偶然要因により整った、3) 課題を解決す

るための様々な工夫を行った、等々が考えられる。本調査

では、事例分析を通じて複数の NPO/NGO が物資支援に

おいて大きく活躍することができた要因を明らかにする。

調査対象とするのは、1) 災害発生直後に被災地に物資を

直接届けるルートを開拓して支援を行った事例、2) 行政

からの支援が十分受けられない在宅避難者等に物資支援

を行った事例、3) NPO/NGOのネットワークが有効に機能

して効果的な物資支援につながった事例、4) 災害発生後

に自然発生して大きな物資支援につながった事例、であ

る。 

(2) 定量分析 

被災者の生命や生活を支えるには、被災者が必要とす

る物資を迅速に被災地に届けて配布する必要がある。行

政は、災害発生直後から災害救助法の枠組みに基づいて

物資支援を行っている。加えて、全国から届けられた大量

の義援物資を被災者に配布している。NPO/ NGO が物資

支援で果たした役割を十分理解するには、行政による物

資支援との共通点や相違点を定性的・定量的に把握する

必要がある。定性的な共通点・相違点については比較的分

析しやすい。他方、定量的な共通点・相違点については記

録の不備や物資の単位互換性の問題により分析は容易で

はない。本調査では、利用可能な記録を補完しながら組み

合わせ、複数の NPO/NGO による物資支援の成果を可能

な限り定量的に把握することを試みる。 

 

(3) 知見の整理 

大規模災害の特徴は災害毎に大きく異なる。東日本大

震災の事例分析から、今後の大規模災害への対応のあり

方を包括的に論じることは不可能である。ただし、東日本

大震災では、被災地が空間的に広がり、避難生活も長期化

した。そのため、各地域・各時点で生じた事例を過程追跡

することで、様々な知見を得ることが可能であると期待

される。本セッションでは、東日本大震災の事例分析を踏

まえ、今後の大規模災害への対応のあり方についてフロ

アとのディスカッションを行いたい。 
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